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道路法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令が閣議決定

第１９６回国会で成立した道路法等の一部を改正する法律（以下「法」という。）
により道路法等が改正され、重要物流道路 の創設等の規定が定められたところです。※

本日、これらの規定の施行に関し、法の施行期日を９月３０日に定める政令とその
施行に伴う関係政令の整備を行う政令が閣議決定されました。

※平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な道路輸送網を「重要物流
道路」として指定し、機能強化、重点支援を実施

１．概要

（１）道路法等の一部を改正する法律の施行期日を定める政令
法の施行期日を平成３０年９月３０日とします。

（２）道路法施行令の一部改正関係
①重要物流道路等の道路啓開等の代行関係
国土交通大臣が道路管理者に代わって重要物流道路等の道路啓開等を行う場合に代
行する権限及び必要な技術的読替え等を規定します。

②指定区間内の国道に係る沿道区域の指定の基準関係
指定区間内の国道に係る沿道区域の指定は、落石、土砂の崩壊その他の道路の構造
に損害を及ぼし、又は交通に危険を及ぼす事象が発生するおそれがある区域について
行うこと等を規定します。

（３）道路整備特別措置法施行令の一部改正関係
占用物件の維持管理に係る措置命令の権限等、今般新設する道路管理者の権限を独
立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が代行する場合の技術的読替えを規定し
ます。

（４）道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律施行令の一部改正関係
特定連絡道路 工事施行者の要件として、特定連絡道路の工事に関し適切な工事実※

施計画を有する者であること等を規定します。 ※高速道路から物流施設等に直結する道路

（５）高速自動車国道法施行令の一部改正関係
道路法の改正に伴い、道路法の規定を適用する場合の技術的読替えを規定します。

（６）道路構造令の一部改正関係
セミトレーラ連結車に係る設計車両について、重要物流道路である普通道路におい
ては、高さの諸元を４．１メートル（その他の道路は３．８メートル）とすること等
を規定します。

（７）その他所要の改正

２．今後のスケジュール
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